


⑦為替変動リスクについて 

 当企業グループの事業は、北米、インドネシア、中国に製品等の生産拠点を設け、全世界に販売を行っておりま

す。各地域における売上、費用、資産を含む現地通貨建ての項目は、連結財務諸表の作成のために円換算されてお

ります。換算時の為替レートにより、これらの項目は円換算後の価値が影響を受ける可能性があります。一般に、

他の通貨に対する円高は、当企業グループの事業に悪影響を及ぼし、円安は好影響をもたらします。 

 当企業グループが生産を行う地域の通貨価値の下落は、それらの地域における製造の調達コストを押し上げる可

能性があり、コストの増加は、利益と価格競争力を低下させ、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。これらの

悪影響を最小限にくい止めるために為替予約等の実施を行ってはおりますが、中期的な通貨変動により、計画され

た調達、製造、流通及び販売活動を確実に実行できない場合があるため、為替レートの変動は当企業グループの業

績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

⑧生産物責任リスクについて 

 当企業グループは道路転圧用各種ロードローラ等を製造しております。生産物責任賠償については保険に加入し

ておりますが、この保険が最終的に負担する賠償額を十分にカバーできるという保証はありませんし、また、引き

続き当企業グループがこの様な保険に許容できる条件で加入できるとは限りません。生産物責任賠償につながるよ

うな製品の欠陥は、多額のコストや当企業グループの評価に重大な影響を与え、それにより売上が低下し、当企業

グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

⑨退職給付債務について 

 当企業グループの従業員の退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期

待収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、また前提条件が変更された場合、

その影響は累積され、将来に亘って規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識される費用及び計

上される債務に影響を及ぼします。割引率の低下や運用利回りの悪化は当企業グループの業績と財務状況に悪影響

を及ぼす可能性があります。 

⑩売上債権管理上のリスクについて 

 当企業グループの販売形態については、商社及び有力代理店を通した間接販売とユーザへの直接販売がありま

す。販売先において資金繰り等の財政困難な状況にあった場合、当企業グループの事業及び財務状況に悪影響を及

ぼす可能性があります。 

⑪繰延税金資産の回収可能性について 

 繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積に依存しますので、その見積額が減少した場合は繰延税金資

産が減額され、税金費用が計上される可能性があります。 

  



  

 事業の系統図は次のとおりであります。 

２．企業集団の状況



（1）会社の経営の基本方針 

当企業グループは道路建設機械事業を通じて、国土開発という社会事業に貢献することを経営の基本方針と

しています。ユーザの方々に信頼のおける製品とサービスを提供すること、道路建設機械のスペシャリストと

して常に技術の深耕を図り、道路事業の発展に有益な技術を創造して行くこと、そして道路建設機械で培った

専門技術を周辺分野の事業にも役立てて行くことが、当企業グループの存在意義であり、責務であると考えて

おります。  

この基本方針に基づき、株主の皆様より出資された資金並びに社員の能力を最大限生かせる会社運営を行う

ことにより、株主の皆様の期待に応えられる業績を挙げて行くことに全力を尽くして参ります。  

  

（2）中期的な会社の経営戦略と対処すべき課題  

我が国建設機械業界は、昨今の国内建設投資縮小とグローバル競争激化によって事業環境が激変し、現在大

きな転換期を迎えております。当企業グループと致しましては、我々の強みである道路建設機械事業の更なる

専門化と国際化を会社の進むべき方向とし、事業構造の革新を強力に進めて行く方針であります。この為、①

国内事業の安定化、②海外事業の拡大、③魅力ある新製品開発を中期経営課題として定め、国際競争力の向上

と国内外事業による安定的収益構造確立によって、国際市場におけるトップメーカとしての地位を目指して参

ります。  

  

  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,783,290 4,468,567

受取手形及び売掛金 3,534,394 5,732,814

有価証券 5,000 300,000

商品及び製品 5,271,827 3,266,413

仕掛品 1,517,278 2,077,580

原材料及び貯蔵品 3,589,494 2,083,510

繰延税金資産 10,826 3,890

その他 453,812 217,828

貸倒引当金 △10,452 △4,648

流動資産合計 18,155,471 18,145,956

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 5,146,619 5,133,194

減価償却累計額 △3,630,463 △3,721,594

建物及び構築物（純額） 1,516,155 1,411,600

機械装置及び運搬具 3,306,909 3,503,649

減価償却累計額 △2,886,406 △3,027,853

機械装置及び運搬具（純額） 420,502 475,796

土地 1,526,943 1,511,589

建設仮勘定 － 344,250

その他 1,486,761 1,416,814

減価償却累計額 △1,150,248 △1,232,832

その他（純額） 336,512 183,981

有形固定資産合計 3,800,114 3,927,218

無形固定資産 214,783 152,716

投資その他の資産   

投資有価証券 2,048,336 2,076,096

長期貸付金 5,257 6,805

繰延税金資産 2,299 3,334

長期預金 500,000 70,000

その他 1,029,986 983,308

貸倒引当金 △49,778 △35,164

投資その他の資産合計 3,536,101 3,104,381

固定資産合計 7,550,999 7,184,316

資産合計 25,706,471 25,330,273



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,948,804 2,888,457

短期借入金 5,735,867 5,646,365

未払法人税等 79,528 84,062

製品保証引当金 42,907 38,859

その他 1,045,292 1,106,642

流動負債合計 10,852,400 9,764,386

固定負債   

長期借入金 858,301 1,599,411

退職給付引当金 484,076 528,871

繰延税金負債 85,426 182,492

その他 138,889 173,942

固定負債合計 1,566,694 2,484,718

負債合計 12,419,095 12,249,104

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,115,199 3,115,199

資本剰余金 6,361,142 6,361,142

利益剰余金 4,205,913 3,643,472

自己株式 △40,591 △42,673

株主資本合計 13,641,663 13,077,140

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 97,127 335,237

為替換算調整勘定 △458,219 △342,102

評価・換算差額等合計 △361,092 △6,865

少数株主持分 6,805 10,893

純資産合計 13,287,376 13,081,168

負債純資産合計 25,706,471 25,330,273



（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 16,937,907 13,516,822

売上原価 12,849,010 10,363,394

売上総利益 4,088,897 3,153,427

販売費及び一般管理費   

運搬費 305,375 219,383

給料及び賞与 1,665,032 1,397,880

技術研究費 695,541 552,048

その他 1,690,237 1,186,623

販売費及び一般管理費合計 4,356,187 3,355,936

営業損失（△） △267,290 △202,508

営業外収益   

受取利息 35,883 24,416

受取配当金 44,889 35,558

保険配当金 4,980 8,015

為替差益 － 7,616

助成金収入 － 48,333

その他 26,527 16,282

営業外収益合計 112,280 140,222

営業外費用   

支払利息 184,860 218,492

金融手数料 65,543 62,897

為替差損 298,121 －

その他 30,399 24,934

営業外費用合計 578,925 306,324

経常損失（△） △733,934 △368,611

特別利益   

固定資産売却益 2,750 45,678

製品保証引当金戻入額 13,457 4,048

受取保険金 － 40,186

投資有価証券売却益 98,924 17

特別利益合計 115,132 89,930

特別損失   

投資有価証券売却損 2,573 －

投資有価証券評価損 293,044 896

固定資産処分損 37,954 1,322

保険解約損 － 6,708

たな卸資産評価損 136,430 －

減損損失 47,907 224

ゴルフ会員権評価損 4,875 －

特別損失合計 522,784 9,152

税金等調整前当期純損失（△） △1,141,587 △287,832

法人税、住民税及び事業税 90,621 134,442

法人税等調整額 385,926 9,984

法人税等合計 476,548 144,427

少数株主利益 2,063 2,840

当期純損失（△） △1,620,198 △435,100



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,115,199 3,115,199

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,115,199 3,115,199

資本剰余金   

前期末残高 6,361,142 6,361,142

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,361,142 6,361,142

利益剰余金   

前期末残高 6,059,908 4,205,913

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △21,225 －

当期変動額   

剰余金の配当 △212,570 △127,340

当期純損失（△） △1,620,198 △435,100

当期変動額合計 △1,832,769 △562,440

当期末残高 4,205,913 3,643,472

自己株式   

前期末残高 △29,262 △40,591

当期変動額   

自己株式の取得 △11,329 △2,081

当期変動額合計 △11,329 △2,081

当期末残高 △40,591 △42,673

株主資本合計   

前期末残高 15,506,987 13,641,663

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △21,225 －

当期変動額   

剰余金の配当 △212,570 △127,340

当期純損失（△） △1,620,198 △435,100

自己株式の取得 △11,329 △2,081

当期変動額合計 △1,844,099 △564,522

当期末残高 13,641,663 13,077,140



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 500,384 97,127

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △403,256 238,109

当期変動額合計 △403,256 238,109

当期末残高 97,127 335,237

為替換算調整勘定   

前期末残高 △212,899 △458,219

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △245,320 116,117

当期変動額合計 △245,320 116,117

当期末残高 △458,219 △342,102

評価・換算差額等合計   

前期末残高 287,485 △361,092

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △648,577 354,227

当期変動額合計 △648,577 354,227

当期末残高 △361,092 △6,865

少数株主持分   

前期末残高 7,003 6,805

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △198 4,087

当期変動額合計 △198 4,087

当期末残高 6,805 10,893

純資産合計   

前期末残高 15,801,476 13,287,376

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △21,225 －

当期変動額   

剰余金の配当 △212,570 △127,340

当期純損失（△） △1,620,198 △435,100

自己株式の取得 △11,329 △2,081

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △648,775 358,315

当期変動額合計 △2,492,875 △206,207

当期末残高 13,287,376 13,081,168



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △1,141,587 △287,832

減価償却費 401,564 400,717

減損損失 47,907 224

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,946 △19,927

製品保証引当金の増減額（△は減少） △13,457 △4,048

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,372 41,865

受取利息及び受取配当金 △80,773 △59,974

支払利息 184,860 218,492

固定資産売却損益（△は益） △2,750 △45,678

固定資産処分損益（△は益） 37,954 1,322

投資有価証券売却損益（△は益） △96,351 △17

投資有価証券評価損益（△は益） 293,044 896

ゴルフ会員権評価損 4,875 －

売上債権の増減額（△は増加） 3,807,419 △2,354,417

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,024,431 2,919,909

仕入債務の増減額（△は減少） △802,643 △1,001,791

未払費用の増減額（△は減少） △166,648 △21,153

その他 25,005 385,670

小計 △521,586 174,257

利息及び配当金の受取額 58,765 59,908

利息の支払額 △201,468 △217,314

法人税等の支払額 △112,661 △137,775

営業活動によるキャッシュ・フロー △776,950 △120,924

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △50,064 △100,048

定期預金の払戻による収入 － 565,000

有価証券の取得による支出 △99,893 －

有価証券の売却による収入 99,893 5,000

有形固定資産の取得による支出 △447,252 △350,718

有形固定資産の売却による収入 22,830 54,135

無形固定資産の取得による支出 △92,448 △27,161

投資有価証券の取得による支出 △21,289 －

投資有価証券の売却による収入 333,539 3,047

貸付けによる支出 △1,800 △4,600

貸付金の回収による収入 4,389 4,214

投資活動によるキャッシュ・フロー △252,094 148,868

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,107,667 201,072

長期借入れによる収入 323,587 934,075

長期借入金の返済による支出 △57,668 △373,054

自己株式の取得による支出 △11,329 △2,081

配当金の支払額 △212,570 △127,340

その他 － △25,702

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,149,687 606,968

現金及び現金同等物に係る換算差額 △167,131 85,315

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 953,510 720,228

現金及び現金同等物の期首残高 2,634,847 3,588,358

現金及び現金同等物の期末残高 3,588,358 4,308,587



 該当事項はありません。 

  

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

 連結子会社は酒井機工株式会社、 

SAKAI AMERICA,INC.、東京フジ株式会社、

P.T.SAKAI INDONESIA、株式会社コモド、

酒井工程机械（上海）有限公司、P.T. 

SAKAI ROAD MACHINERY INDONESIAの7社で

あります。  

 連結子会社であったSAKAI AMERICA 

MANUFACTURING,INC.は、平成20年12月31日

をもって、同じく連結子会社であるSAKAI 

AMERICA,INC.を吸収合併したうえで、商号

を「SAKAI AMERICA,INC.」(現・連結子会

社)に変更しております。 

 非連結子会社はサカイエンジニアリング

株式会社の１社であります。非連結子会社

は、小規模であり、総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除外しております。 

 連結子会社は酒井機工株式会社、 

SAKAI AMERICA,INC.、東京フジ株式会社、

P.T.SAKAI INDONESIA、株式会社コモド、

酒井工程机械（上海）有限公司、P.T. 

SAKAI ROAD MACHINERY INDONESIAの7社で

あります。 

 非連結子会社はサカイエンジニアリング

株式会社の１社であります。非連結子会社

は、小規模であり、総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除外しております。  

２．持分法の適用に関する

事項 

 持分法適用会社はありません。 

 非連結子会社に対する投資については、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため持分法の適用範囲から除

外しております。 

同左 

３．連結子会社の事業年度

等に関する事項 

 P.T.SAKAI INDONESIA、酒井工程机械

（上海）有限公司、P.T.SAKAI ROAD 

MACHINERY INDONESIAの決算日は12月31日

であり、連結決算日との差は３ケ月以内で

あるため、当該連結子会社の事業年度に係

る財務諸表を基礎として連結を行ってお

り、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

同左 



  

  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

４．会計処理基準に関する

事項 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的債券 

 償却原価法（定額法） 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的債券 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  (2)デリバティブ 

時価法 

(2)デリバティブ 

同左 

  (3)たな卸資産の評価基準及び評価方法 

製品・仕掛品 

 総平均法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定） 

(3)たな卸資産の評価基準及び評価方法 

製品・仕掛品 

 総平均法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定） 

  商品 

 最終仕入原価法による原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定） 

商品 

 最終仕入原価法による原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定） 

  輸入商品 

 個別法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定） 

輸入商品 

 個別法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定） 

  仕入部品 

 移動平均法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定） 

仕入部品 

 移動平均法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定） 

  原材料 

 最終仕入原価法及び移動平均法による

原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定） 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９

号 平成18年７月５日公表分）を適用し

ております。 

 これにより、営業損失及び経常損失は

73,064千円、税金等調整前当期純損失は

209,494千円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

原材料 

 最終仕入原価法及び移動平均法による

原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定） 

  



  

  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

  (4)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物付属設備を除

く）については定額法によっておりま

す。） 

 また、在外子会社については定額法に

よっております。 

 なお、主な耐用年数は在外子会社を含

め以下のとおりであります。 

建物及び構築物    ７～50年 

機械装置及び運搬具  ３～10年 

その他        ２～15年 

(4)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物付属設備を除

く）については定額法によっておりま

す。） 

 また、在外子会社については定額法に

よっております。 

 なお、主な耐用年数は在外子会社を含

め以下のとおりであります。 

建物及び構築物    ７～50年 

機械装置及び運搬具  ３～10年 

その他        ２～15年 

  （追加情報） 

 当社及び国内連結子会社の機械装置に

ついては、従来、耐用年数を３～11年と

しておりましたが、当連結会計年度より

法人税法の改正を契機とし見直しを行

い、３～10年に変更しました。 

 これによる損益に与える影響及びセグ

メント情報に与える影響は軽微でありま

す。 

  

  無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における見込利用可能期間

（５年間）に基づく定額法によっており

ます。 

リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。  

無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における見込利用可能期間

（５年間）に基づく定額法によっており

ます。 

リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。  

  (5)重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

 売上債権及び貸付金等の貸倒れに備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

(5)重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

同左 



  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

  製品保証引当金 

 製品の保証期間に発生した費用の支出

に備え、過去の実績の製品売上高に対す

る比率を算定して当連結会計年度の売上

高に乗じた額を計上しております。 

製品保証引当金 

同左 

  退職給付引当金 

 当社及び連結子会社において、従業員

の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。 

 会計基準変更時差異については10年に

よる按分額を費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。 

  

退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「退職給付に係

る会計基準」の一部改正（その３）（企

業会計基準第19号 平成20年７月31日）

を適用しております。 

 なお、これによる営業損失、経常損失

及び税金等調整前当期純損失に与える影

響はありません。 

  (6)重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨

への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社の資産及び負債は、決算

日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の部におけ

る為替換算調整勘定及び少数株主持分に

含めて計上しております。 

(6)重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨

への換算基準 

同左 



  

  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

  (7)重要なヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 

 為替予約の付されている外貨建金銭債

権債務については振当処理の要件を充た

す場合は振当処理によっております。 

 金利スワップについて特例処理の条件

を充たしている場合には特例処理を採用

しております。 

(7)重要なヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 

同左 

  ヘッジ手段とヘッジ対象 

手段 

 為替予約、金利スワップ 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

手段 

同左 

  対象 

 外貨建金銭債権債務 

 借入金支払利息 

対象 

同左 

  ヘッジ方針 

 将来の為替変動によるリスク回避及び

金利変動によるリスク回避を目的とし、

投機的な取引は行っておりません。 

ヘッジ方針 

同左 

  ヘッジの有効性評価の方法 

 外貨建金銭債権債務の振当要件及び金

利スワップの特例要件に該当するため、

ヘッジ効果が極めて高いことから事前・

事後の検証は行っておりません。 

ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

  (8)消費税等の処理方法 

 税抜方式によっております。 

(8)消費税等の処理方法 

同左 

５．連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．のれん及び負ののれん

の償却に関する事項 

 のれん及び負ののれんについては、５年

間の均等償却を行っております。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 



  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

１．連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告

第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な

修正を行っております。 

 また、この修正において、当連結会計年度期首の利益剰

余金が21,225千円減少しております。  

 これにより、営業損失は28,386千円増加しており、また

経常損失及び税金等調整前当期純損失は、それぞれ21,929

千円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。  

―――――  

２．リース取引に関する会計基準 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リ

ース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 

会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ます。 

これによる損益に与える影響及びセグメントに与える影

響は軽微であります。  

――――― 

――――― ３．退職給付に係る会計基準の一部改正（その３）の適用

 当連結会計年度より、「退職給付に係る会計基準」の一

部改正（その３）（企業会計基準第19号 平成20年７月31

日）を適用しております。 

 なお、これによる営業損失、経常損失及び税金等調整前

当期純損失に与える影響はありません。  



  

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

（連結貸借対照表） （連結貸借対照表） 

１．「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月

７日 内閣府令第50号）が適用となることに伴い、

前連結会計年度において、「たな卸資産」として掲

記されていたものは、当連結会計年度から「商品及

び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲

記しております。なお、前連結会計年度の「たな卸

資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛品」「原

材料及び貯蔵品」は、それぞれ3,509,900千円、

1,445,744千円、2,926,621千円であります。 

２．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「役

員退職慰労引当金」（当連結会計年度末残高は、500

千円）は、当連結会計年度において、金額的重要性

が乏しくなったため「その他」に含めて表示してお

ります。 

  前連結会計年度まで有形固定資産の「その他」に

含めて表示しておりました「建設仮勘定」は、当連

結会計年度において、資産の総額の100分の１を超え

たため区分掲記しました。 

  なお、前連結会計年度末の「建設仮勘定」は、

151,765千円であります。 

（連結損益計算書）   

  前連結会計年度まで区分掲記しておりました「役

員退職慰労引当金繰入」（当連結会計年度は、3,600

千円）は、当連結会計年度において、金額的重要性

が乏しくなったため「その他」に含めて表示してお

ります。 

―――――   

（連結キャッシュ・フロー計算書）   

  前連結会計年度まで区分掲記しておりました「役

員退職慰労引当金の増減額」（当連結会計年度は、

2,392千円）は、当連結会計年度において、金額的重

要性が乏しくなったため「その他」に含めて表示し

ております。  

―――――  



   

  

  

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

投資有価証券（株式）    10,000千円 投資有価証券（株式）     千円10,000

※２．担保に供している資産並びに担保付債務は次のとお

りであります。 

※２．担保に供している資産並びに担保付債務は次のとお

りであります。 

  

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並びに当該債

務を示しております。 

担保資産   

投資有価証券    595,119千円 (   －千円)

建物    20,980 〃 ( 12,560 〃 )

土地  236,381 〃 (139,690 〃 )

合計    852,480 〃 (152,250 〃 )

担保付債務   

短期借入金  1,377,893千円 (447,921千円)

長期借入金    652,116 〃  (352,078 〃 )

合計  2,030,009 〃  (800,000 〃 )

  

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並びに当該債

務を示しております。 

担保資産   

現金及び預金 千円 (    千円)300,000 －

投資有価証券 千円 (    千円)978,696 －

建物      〃 (  〃 )19,549 12,147

土地    〃 (  〃 )236,381 139,690

合計     〃 (  〃 )1,534,627 151,838

担保付債務   

短期借入金   千円 ( 千円)2,528,566 600,000

長期借入金     〃  (  〃 )1,338,124 200,000

合計  〃  (  〃 )3,866,690 800,000

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

※１．一般管理費に含まれる研究開発費は695,541千円で

あります。 

※１．一般管理費に含まれる研究開発費は 千円で

あります。 

552,048

※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 千円2,750 機械装置及び運搬具 

土地  

千円

千円

3,408

42,269

 ※３．固定資産処分損の内容は次のとおりであります。  ※３．固定資産処分損の内容は次のとおりであります。 

固定資産除却損 

固定資産売却損 

  建物及び構築物 千円3,808

  機械装置及び運搬具 千円12,015

  その他 千円13,984

  機械装置及び運搬具  

  その他    

千円

   千円

7,773

372

固定資産除却損 

固定資産売却損 

  建物及び構築物 千円5

  機械装置及び運搬具 千円59

  その他 千円243

  無形固定資産 

  （ソフトウェア） 
千円1,010

  その他  千円2



  

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

※４．減損損失の内訳は次のとおりであります。 

 当連結会計年度において、当企業グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。 

 当企業グループは、原則として、事業用資産につい

ては事業部を基準としてグルーピングを行っており、

遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行

っております。 

 当連結会計年度において、事業の用に供していない

遊休資産のうち、時価が著しく下落した資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（47,907千円）として特別損失に計上しまし

た。その内訳は、土地44,852千円及び電話加入権

3,054千円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、土地につきましては固定資産

評価額を基礎とした公示価額相当額で評価しておりま

す。 

 また、電話加入権につきましては、現在休止してい

る電話回線について、将来の使用見込みがないため、

減損損失を認識しております。 

場所 用途 種類 

石川県金沢市 遊休資産 土地  

東京都港区他 遊休資産 電話加入権 

※４．減損損失の内訳は次のとおりであります。 

 当連結会計年度において、当企業グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。 

 当企業グループは、原則として、事業用資産につい

ては事業部を基準としてグルーピングを行っており、

遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行

っております。 

 当連結会計年度において、事業の用に供していない

遊休資産のうち、時価が著しく下落した資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（224千円）として特別損失に計上しまし

た。 

 電話加入権につきましては、現在休止している電話

回線について、将来の使用見込みがないため、減損損

失を認識しております。 

  

場所 用途 種類 

石川県金沢市 遊休資産 電話加入権 



前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注)普通株式の自己株式の株式数の増加73千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

      該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

   

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  42,620  －  －  42,620

合計  42,620  －  －  42,620

自己株式         

普通株式（注)  96  73  －  169

合計  96  73  －  169

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  106,309  2.5 平成20年３月31日 平成20年６月30日 

平成20年11月14日 

取締役会 
普通株式  106,261  2.5 平成20年９月30日 平成20年12月15日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 

配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  63,675 利益剰余金  1.5 平成21年３月31日 平成21年６月29日



当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注)普通株式の自己株式の株式数の増加14千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

      該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

   

  

  

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  42,620  －  －  42,620

合計  42,620  －  －  42,620

自己株式         

普通株式（注)  169  14  －  183

合計  169  14  －  183

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  63,675  1.5 平成21年３月31日 平成21年６月29日 

平成21年11月13日 

取締役会 
普通株式  63,664  1.5 平成21年９月30日 平成21年12月15日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 

配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  63,654 利益剰余金  1.5 平成22年３月31日 平成22年６月30日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  （千円）

現金及び預金勘定 3,783,290

預入期間３ヶ月超の定期預金 △194,931

現金及び現金同等物 3,588,358

  （千円）

現金及び預金勘定 4,468,567

預入期間３ヶ月超の定期預金 △159,979

現金及び現金同等物 4,308,587



 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

  

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。  

  

  

前連結会計年度（平成21年３月31日）  

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） その他有価証券で時価のある株式について、当連結会計年度において293,044千円の減損処理を行っておりま

す。 

  

（リース取引関係）

（金融商品関係）

（有価証券関係）

  種類 
連結貸借対照表 

計上額（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの 

国債・地方債等  －  －  －

社債  －  －  －

その他  300,000  300,596  596

小計  300,000  300,596  596

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの 

国債・地方債等  －  －  －

社債  －  －  －

その他  100,000  93,200  △6,800

小計  100,000  93,200  △6,800

合計  400,000  393,796  △6,204

  種類 
取得原価 

（千円） 

連結貸借対照表 

計上額（千円） 

差額 

（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

株式  490,469  771,534  281,065

債券       

国債・地方債等  －  －  －

社債  －  －  －

その他  －  －  －

その他  －  －  －

小計  490,469  771,534  281,065

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

株式  626,949  523,808  △103,141

債券       

国債・地方債等  －  －  －

社債  100,000  96,384  △3,616

その他  200,000  188,010  △11,990

その他  －  －  －

小計  926,949  808,202  △118,747

合計  1,417,419  1,579,736  162,317



３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

当連結会計年度（平成22年３月31日） 

１．満期保有目的の債券 

  

売却額 

（千円） 

売却益の合計 

（千円） 

売却損の合計 

（千円） 

 433,432  98,924  2,573

  連結貸借対照表計上額（千円） 

 その他有価証券   

 非上場株式  58,600

 非上場債券  5,000

 その他  －

  
１年以内 

（千円） 

１年超５年以内 

（千円） 

５年超10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円） 

債券         

国債・地方債等 － －  － －

社債 5,000 －  96,384 －

その他 － 300,000  100,000 188,010

合計 5,000 300,000  196,384 188,010

  種類 
連結貸借対照表 

計上額（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの 

国債・地方債等  －  － －

社債  －  －  －

その他  300,000  305,336  5,336

小計 300,000  305,336 5,336

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの 

国債・地方債等 －  － －

社債  －  －  －

その他  100,000  96,880  △3,120

小計 100,000  96,880 △3,120

合計 400,000  402,216 2,216



２．その他有価証券 

（注） 非上場株式（連結貸借対照表計上額55,600千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  

４．減損処理を行った有価証券 

 当連結会計年度において、有価証券について896千円（その他有価証券の株式896千円）減損処理を行っており

ます。 

 なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って

おります。  

                  

  種類 
連結貸借対照表 

計上額（千円） 

取得原価 

（千円） 

差額 

（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

株式 1,296,347  747,339 549,007

債券       

国債・地方債等  －  －  －

社債  －  －  －

その他  －  －  －

その他 202,260  200,000 2,260

小計 1,498,607  947,339 551,267

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

株式 311,971  369,152 △57,180

債券      

国債・地方債等  －  －  －

社債 99,918  100,000 △82

その他  －  －  －

その他  －  －  －

小計 411,889  469,152 △57,262

合計 1,910,496  1,416,492 494,004

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

株式  3,030  17  －

債券       

国債・地方債等  －  －  －

社債  －  －  －

その他  5,000  －  －

その他  －  －  －

合計  8,030  17  －



 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。  

  

  

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。  

  

  

前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

          該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

          該当事項はありません。 

  

  

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

  

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。  

  

  

前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 事業の種類としてロードローラを中心とする土木建設機械を製造、販売する建設機械事業、散水車等を販売

する産業機械事業及びその他の事業からなっており、当連結会計年度については、全セグメントの売上高の合

計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める建設機械の割合がいずれも90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 事業の種類としてロードローラを中心とする土木建設機械を製造、販売する建設機械事業、散水車等を販売

する産業機械事業及びその他の事業からなっており、当連結会計年度については、全セグメントの売上高の合

計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める建設機械の割合がいずれも90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

（ストック・オプション等関係）

（税効果会計関係）

（賃貸等不動産関係）

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報



前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 （注）１．営業費用は全て各セグメントに賦課しており、配賦不能営業費用はありません。 

    ２．会計方針の変更 

(1)（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」１に記載のとおり、当連結会計年度より、「連

結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５月

17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、「インドネシア」の営業費用が1,559千円増加し、

営業利益が同額減少しており、「中国」の営業費用及び営業損失が26,827千円増加しております。 

  

(2)（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．３に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、「日本」の営業費用及び営業損失は73,064千円増加

しております。 

  

当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 （注）営業費用は全て各セグメントに賦課しており、配賦不能営業費用はありません。 

  

ｂ．所在地別セグメント情報

  日本（千円） 米国（千円）
インドネシア

（千円） 中国（千円） 計（千円） 消去又は全社 
（千円） 連結（千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高  13,127,624 1,884,109 1,685,632 240,541  16,937,907  － 16,937,907

(2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高 
 1,204,577 177,732 2,791,680 676,368  4,850,359 (4,850,359) －

計  14,332,201 2,061,842 4,477,312 916,910  21,788,266 (4,850,359) 16,937,907

営業費用  14,797,962 2,343,903 4,041,769 962,249  22,145,884 (4,940,686) 17,205,197

営業利益（又は営業損失）  △465,760 △282,060 435,543 △45,339  △357,617  90,327 △267,290

Ⅱ 資産  21,969,821 3,939,506 1,773,491 1,803,052  29,485,871 (3,779,400) 25,706,471

  日本（千円） 米国（千円）
インドネシア

（千円） 中国（千円） 計（千円） 消去又は全社 
（千円） 連結（千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高  11,094,162 1,349,193 853,858 219,608  13,516,822  － 13,516,822

(2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高 
 622,030 315,023 1,487,286 478,846  2,903,186 (2,903,186) －

計  11,716,193 1,664,216 2,341,144 698,454  16,420,009 (2,903,186) 13,516,822

営業費用  12,210,711 1,798,860 1,982,655 706,650  16,698,877 (2,979,546) 13,719,331

営業利益（又は営業損失）  △494,518 △134,643 358,489 △8,196  △278,868  76,359 △202,508

Ⅱ 資産  22,091,389 3,290,256 2,090,215 1,837,225  29,309,085 (3,978,812) 25,330,273





















 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に関する注記
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